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２ モデル事業実施市の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）豊明市（医療・介護等一体提供モデル） 
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１ 豊明市の特徴 

愛知県のほぼ中央部、名古屋市南部に隣接し、面積は 23.18㎢、周囲 27㎞。 

人口68,802人、28,313世帯（平成29年４月１日現在）より成る。平成24

年に高齢化率21.6％と超高齢社会へ突入。総人口は減少傾向で推移し、年少

人口・生産年齢人口ともに減少する一方、後期高齢者が増加しており、増加

率は年５～６％という高い水準となっている。また、直近の高齢者人口は 

17,318人、市内全域の高齢化率は25.1％。 

 

 

２ ３年間の取組 

（１）関係機関のネットワーク化 

   ①主な取組 

   本プロジェクトの対象エリアであるＵＲ 団地「豊明団地」は昭和 40

年代に建設されたＵＲ団地で、５階建て 55棟からなり、エレベーター

は２棟のみ。平成 29年４月 1 日現在、人口 4,425 人（約 2 千 300 戸）

のうち 65歳以上の高齢者が 1,201人と 27％を占める（外国人を除くと

36％を超える）。また高齢者のうち一人暮らしが約 270人と約４分の１

になり、今後さらに老老世帯や高齢独居世帯が増える見通しである。

他方で子育て世帯が減少。また外国人の居住者が増えて地域コミュニ

ティを築きにくくなっている。こうした団地の地域課題に対し、地域

の関係団体が連携して取り組んでいこうと、団地に隣接する藤田保健

衛生大学と豊明市、ＵＲ 都市機構が三者協定を締結し、団地の医療福

祉拠点化に取り組むこととなった。 

 

   ②取組上で苦労した点 

    取り組み当初は、構成団体の思惑が交錯し、プロジェクトの方向性

について合意形成が難しいこともあった。 

    

   ③成果 

藤田保健衛生大学、ＵＲ都市機構、豊明市の三者が協定を締結し、

団地を地域の保健・医療・福祉の総合拠点としつつ市域全体への波及

を狙うという、「地域包括ケアシステム」構築をすすめるプロジェクト

「けやきいきいきプロジェクト」を実施。団地特有の課題である、独

居や高齢化、コミュニティ意識の希薄さ等に対応するだけではなく、

市の在宅医療介護連携や地域包括ケア体制の推進拠点として役割を果

たしつつある。 

 

   ④課題 

    特になし 
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（２）医療と介護の連携 

   ①主な取組     

   平成 23年度より医療 

介護の情報共有ツールと   

して電子＠連絡帳「いきい 

き笑顔ネットワーク」を導 

入。モデル事業取り組み当 

初から、医療介護の情報連 

携の基盤は構築されてい 

た。平成 25年度から、多 

職種人材育成研修を実施、 

平成 26年度には「地域包 

括ケア連絡協議会」の部会 

として「入退院調整部会」 

を設置。医療介護にかかる 

連携の課題の抽出を行った。 

 

   ②取組上で苦労した点 

    部会での検討当初、参加施設は「施設から在宅志向」は国の流れと

しては理解できても、自施設のベッドの稼働率を下げるようなことは

受け入れ難いということ、病院は広域の患者を受け入れており、豊明

市だけのルールで動くことは実務上不可能である等、利害関係が対立

し、それ以上議論がすすまなかった。    

 

   ③成果 

何が課題であるのか、具体的なケースから把握することが必要と考

え、「退院支援地域連携実証事業」（藤田保健衛生大学入院を機に新規

要介護認定申請を行った全ケース（54件）のその後を追跡調査）を行っ

た。その結果、豊明市における医療介護の狭間の課題を関係者で共有

することができ、進むべき方向性が固まり、平成 29年度中に、「医療

介護サポートセンター」を開所することが決まった。 

 

   ④課題 

地域における「医療介護サポートセンター」の役割の確立 
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（３）予防の取組 

 ①主な取組 

      

「介護予防・日   

常生活支援総合

事業」への移行を

検討する過程に

おいて、豊明市の

介護予防事業に

おける課題を明

確化。その結果、

平成 28年３月に

当初の予定より

約 1年前倒しし

て、「介護予防・

日常生活支援総

合事業」へ移行。

それを機に、一般

介護予防事業の充実と、自立支援型ケアマネジメントの徹底を行った。 

 総合事業のプログラムは、要支援者及び事業対象者は比較的状態の改善が

見込まれるため、通所サービスについては、 初めに目標と期間を決め集中的

に専門職を介入させ（元気アップリハビリ）、終了後は新しい総合事業の開始

にあわせて充実させた地域の通いの場（まちかど運動教室）へ移行しながら

維持を図るという通所サービスの流れを整理した。 

 

 ②取組上で苦労した点 

   地域包括支援センターを始めとする、ケアマネジメント担当者の意 

識改革。 

    

  ③成果 

   軽度者の給付費の伸びを大幅に抑制することに成功した。 

 総合事業移行前 

５年間の平均伸び率 
平成 28年度の伸び率 

介護予防通所介護 

（総合事業通所系

サービス） 

約 35％ 約 2.5％ 

介護予防訪問介護 

（総合事業訪問系

サービス） 

約 13％ 約 1.5％ 
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   ④課題  

 制度改正前からサービス利用をしている高齢者のケアマネジメント

における自立支援の徹底。 

 

 

（４）生活支援の取組 

   ①主な取組 

平成 26年度に地域包括ケア連絡協議会の部会として、見守り生活支

援部会を設置。平成 27年度に第 1層生活支援コーディネーターを市と

社会福祉協議会に配置。地域資源の発掘に努めた。 

 

   ②取組上で苦労した点 

部会設置当初、国が     

進める協議体をどう構 

築するかということが 

目的となった「会議の 

ための会議」となって 

しまい、それ以上の広 

がりがなかった。そこ 

で地域で見守りや支援 

が必要な具体的なケー 

スを地域の関係者でそ 

の都度協議し、そこか 

ら常設の協議体へ発展 

させていくという、地 

域ケア会議をきっかけ 

とした第３層協議体からの構築へとアプローチを変えた。 

    

   ③成果 

第３層協議体としては、豊明団地、桶狭間区、坂部区、仙人塚地区

等において、組織的な活動が始まりつつある。市域全体としては、生

活協同組合の会員間で行われていた生活支援活動を平成29年度に事業

化（いわゆるＢ型サービス：住民主体の生活支援活動）し、全市展開

すべく準備をしている。また、民間企業が主体となった、公的保険外

で行われる高齢者向け生活支援サービスや健康寿命延伸に寄与する多

様なサービス展開を促進していくため、連絡会議を開催、平成 29年 2

月に公的保険外サービスの促進に関する協定締結を締結し、民間サー

ビスを活用した介護予防、生活支援サービスの創出に取り組んでいる。 
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 ④課題 

さらなる地域における組織的な見守り生活支援活動の活発化。 

 

（５）住まいの取組 

  ①主な取組 

豊明団地の 

高齢化に対応 

するため、市 

とＵＲ都市機 

構による包括 

協定を締結。 

全国 100団地 

の先行 23団地 

として拠点指 

定されたこと 

により、健康 

寿命サポート 

住宅の整備が 

開始。藤田保 

健衛生大学と 

ともに、「けや 

きいきいきプロジェクト」を立ち上げ。豊明団地における高齢者の住ま 

い方をトータルサポートする取組みをスタートさせた。 

 

豊明団地への若者の居住をすすめるため、４階５階といった高齢者が

居住しにくい高層階の空き室をＵＲ都市機構が、ＩＫＥＡモデルやカ

ラーコーディネートモデルといった若者に人気のデザインで居室をリ

フォーム。団地という学生賃貸アパートより広い住宅空間を、周辺の家
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賃相場より安価に提供し、藤田保健衛生大学の学生や教職員が居住する

こととなった（平成 29年４月時点で 60人）。団地居住の条件は、自治会

活動への参加であり、学生は、土日祝日や長期休暇等、授業がないとき

に、自治会が主催する夏まつり、高齢者とのふれあい会食、防災訓練、

清掃活動等へ参加し、自治会活動を手伝っている。さらには後述の「ま

ちかど保健室」を拠点とし、高齢者世帯への訪問や、高齢者の買い物支

援、子供向け行事など、学生企画の事業も実施。実際に居住しているか

らこそ分かる高齢者の日常の暮らしの困難さや、住民の変化を肌身で感

じながら事業の運営を行っていることで、住民の目線に立った支援が可

能になっている。 

また、住民の健康ニーズに応えるため、平成 27 年４月 27 日、豊明団

地商店街の空き店舗に医療福祉保健の総合拠点「まちかど保健室」を開

所。平日の 10 時から 15 時まで、年齢を問わず医療・介護・福祉等に関

して無料の相談や、

健康ミニ講座を

行っている。対応す

るのは大学等の看

護師や薬剤師、Ｐ

Ｔ・ＯＴ、保健師、

ケアマネジャーな

どの専門職。加えて

体操教室・体力測定、

病気や薬に関する

講座なども開催。そ

の他平日は毎日、屋

外に出て商店街で

ラジオ体操を行っ

たり、土日には学生

らの企画による買い物支援や健康ウォークラリー、季節ごとのイベント

等を行っている。 

 

   ②取組上で苦労した点 

  取り組み当初は、構成団体の思惑が交錯し、プロジェクトの方向性

について合意形成が難しいこともあった。 

    

③成果 

「けやきいきいきプロジェクト」の取組みは、平成 28年６月に内閣

府経済一体改革推進委員会で報告する機会を得たり、まちかど保健室

開所後の１年半の間に、視察団体数は 60団体を超えた。 

 

   ④課題 

特になし。 
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３ ３年間の総括 

３年間の一番の成果は、地域包括ケアシステムの構築において不可欠と

いわれる行政による「地域マネジメント」がきちんと構築されたことであ

る。市が進むべき方向性をきちんと示し、地域の関係者と共有し、協力体

制を構築していくことこそ、地域包括ケアの構築の真髄であり、それがこ

の３年間で構築できたと考えている。市にとっても、地域包括ケアは一番

の政策として位置づけられるようにまでなっている。モデル地区での取組

みが、先進事例として取り上げられることによって、大学・ＵＲ・市にとっ

ての成功体験の積み重ねとなり、さらなる自身の改善改革につながるとと

もに、医療介護連携や生活支援など地域包括ケアの様々な分野において市

内の各方面からの協力を得られやすくなり、地域の環境ができつつある。

けやきいきいきプロジェクトは、豊明団地エリアだけに留まらず、その連

携体制や動きは市全体、近隣市町まで波及し、さらなる地域包括ケアの構

築が進むという効果を生み出している。「けやきいきいきプロジェクトから

広がる地域包括ケア」というのが豊明市の地域包括ケア構築の特色になっ

ている。 
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  豊明市の３年間の取組一覧      

分野 項目 
実績 

平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 

関係機関の

ネットワーク

化 

関係機関連絡

会議の開催 

地域包括ケア連絡協議会を設置し、3つの部会で

地域包括ケアを構築していく上での課題抽出を

行った。 

何が課題であるのか、具体的なケースから把握することが必要と

考え、「退院支援地域連携実証事業」（藤田保健衛生大学入院を

機に新規要介護認定申請を行った全ケース（54件）のその後を

追跡調査）を行った。 

 また、市民の受療動向を把握するため、医療レセプトを独自集

計し、連携すべき医療機関を特定した。 

退院支援地域連携実証事業において浮き彫りになった「本

人にとって一体的なケアを提供するコーディネーターの不

在」の課題を解決すべく、平成 29年度中の「地域医療連携

センター」の開設に向け、関係機関の合意形成を行った。 

  

社会資源、住民

ニーズの把握 

生活支援に関しては、部会の下に第１層協議体を

設置し、関係団体の実務者を集めて会議を数回

行ったが、自分たちの団体の活動紹介にとどま

り、それ以上の議論は進まなかった。 

協議体の構築について、第１層から構築することはやめ、地域の

支え合いの単位（第 3層）から構築するアプローチへと転換した。 

平成 28年度より、第 1層生活支援コーディネーターを専任

1名（社会福祉協議会）、兼任2名（市）配置。月１回の連絡

会議を行い、地域資源の把握や第 3層協議体の支援を

行った。 

医療と介護の

連携 

在宅医療・介護

連携会議の開

催 

入退院調整部会において検討を開始。しかし「施

設から在宅志向」は国の流れとしては理解できて

も、自施設のベッドの稼働率を下げるようなことは

受け入れ難いということ、病院は広域の患者を受

け入れており、豊明市だけのルールで動くことは

実務上不可能である等、利害関係が対立し、それ

以上議論がすすまなかった。 

「退院支援地域連携実証事業」（藤田保健衛生大学入院を機に

新規要介護認定申請を行った全ケース（54件）のその後を追跡

調査）を行った結果、課題が浮き彫りになった。 

  

「退院支援地域連携実証事業」から把握した課題につい

て、さらに長期スパンで療養生活を把握するため、10ケー

スについて死亡までの 5～10年の療養生活を医療・介護・

特定検診のデータを串刺しで分析研究した。 

また、4月より「多職種合同ケアカンファレンス」を実施し、

療養生活を多職種の視点でケース検討し、連携の課題を

実際のケースから課題分析した。 

ICTシステムの

活用 

利用する医師や医療介護関係者に偏りがあり、自

分たちが関わるケースの支援者の中にＩＣＴを利用

しない人や市外の事業所がいると、情報連絡手段

がＩＣＴと電話又はＦＡＸなど複数になり煩雑だとい

う声が聞こえた。また、利用したくても患者に同意

書をとることが心理的ハードルになり、誰がリー

ダーシップを取ってチームを立ち上げるのか曖昧

であることが課題であった。 

ＩＣＴの利用同意は、要介護認定申請時にすべて取得することとし

た。 

 医師の利用登録については、医師会の主導により、医師会の

連絡をすべてＩＣＴにて行うことで登録をすすめた。 

全ケース利用同意を市が取得することで、スムーズな利用

開始が可能になった。 

平成 28年 4月より「認知症初期集中支援チーム」が正式

稼動し、対象ケースについて、ＩＣＴを活用しリアルタイムで

訪問情報をチーム医師、専門医療機関関係者、地域包括

支援センター、市で共有しながら支援を行った。 
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  豊明市の３年間の取組一覧      

分野 項目 
実績 

平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 

在宅医療等に

従事する多職

種の研修 

○研修会：（4回） 

参加者：医師、歯科医師、薬剤師、その他医療従

事者、介護従事者等 

各回テーマ等：がんケア、認知症対応、在宅歯

科、訪問薬剤、豊明市の現状、グループワーク、

懇親会 

○同職種会 

準備会議開催：（2回） 

勉強会開催：（1回） 

○研修プログラム検討会(2回)  

○研修会(2回、延 180人参加) 

「中核病院から豊明市内の在宅医療・介護・施設への退院支援

連携と課題」 

「中核病院から在宅医療・介護等へのリハビリテーション連携と

課題」 

○同職種会(2回、延 100人参加) 

○プログラム検討会（2回） 

○研修会（2 回、延 200人参加） 

「退院対処に際して、地域の担い手からの提言」参加者

109名 

「地域医療連携センターの役割と未来」 

 

○同職種合同研修会（2回、延 150人参加） 

在宅医療等の

普及啓発 

○在宅医療啓発シンポジウム 

市民及び医療・介護関係者が自分らしい生き方や

在宅看取り等を考える機会として開催。 

開催日程：3/7 

参加者：市民及び医療・介護関係者、民生委員等

300名 

講師：中日新聞記者、藤田保健衛生大学病院医

師 

  

○豊明団地高齢者健康増進事業「落語と体操」（ＵＲ主催） 

○地域包括ケア講演会 

場所：豊明市文化会館小ホール 

参加者：200名 

講師：元夕張市診療所院長 森田洋之氏 

○豊明団地地域包括ケア講演会（藤田保健衛生大学主催）  

  

○地域包括ケア講演会 

「ごはんが食べられなくなったらどうしますか」 

場所：豊明市文化会館小ホール 

参加者：250 名 

講師：永源寺診療所長花戸貴司氏 

写真家 国森康弘氏 

  

予防の取組 予防の取組 

○二次予防事業として、下記を実施。 

「筋トレ教室」 

・利用者実人数 72人 

「大人の学校」 

・利用者実人数：42人 

「いきいきサービス」 

・利用者実人数：65人 

「歯つらつ教室」 

・利用者実人数：17人 

 

全高齢者に占める二次予防事業参加率 1.24％ 

○介護予防日常生活支援総合事業へ前倒し移行(平成 28年 3

月) 

 

○地域リハビリテーション活動支援事業 

・地域サロンへリハ職を派遣 

派遣日数：28日 

参加者：480人 

・オリジナル体操開発「やさしいとよあけひまわり体操」 

 開発会議：7回 

 ＤＶＤ作成 

 サロン等へ指導 

○まちかど運動教室 

 ・中央会場 1会場（2 クラス） 

 ・地域会場 20会場（20 クラス） 

 【開催回数】478回 

 【参加数】  1回あたり平均 30名、 

累積延べ約 12,000 名 

 【内容】筋トレ、ストレッチ等 

○地域リハビリテーション活動支援事業 

・住民リーダーと共同で住民主体の体操教室を普及させる

ためのツール（市オリジナル筋力アップ体操）の製作を行っ

た。 

・オリジナル体操第 2弾「歯つらつ体操」開発 

○健康づくりリーダーの地域派遣 

・まちかど運動教室の補助員 

・「やさしいとよあけひまわり体操」の指導・普及 
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  豊明市の３年間の取組一覧      

分野 項目 
実績 

平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 

生活支援の

取組 

生活支援の取

組 

○見守り生活支援に関する社会資源調査（関係

団体ヒアリング） 

見守り生活支援に関する社会資源把握のため、

関係団体、ＮＰＯ、生活協同組合、地区組織等に

ヒアリング・現地調査を実施。 

実施時期：11月～1月 

実施団体：ＮＰＯ、コープあいち、区、地区見守り

組織、シルバー人材センター、社協等 16機関 

 

○豊明団地住民ニーズアンケート調査 

実施期間：8/16～9/22 

対象者：豊明団地在住の 65歳以上市民 1,109人

から、要介護 4・5及び計画策定ニーズ調査送付

者をのぞいた 851人 

・国が進める協議体をどう構築するかということが目的となった

「会議のための会議」はやめ、地域で見守りや支援が必要な具体

的なケースを地域の関係者でその都度協議し、そこから常設の

協議体へ発展させていくという、地域ケア会議をきっかけとした第

3層協議体からの構築へとアプローチを変えた。 

 

・市域全体は、総合事業開始にあわせた平成 28年度からのまち

かど運動教室の展開を意識し、積極的に地域への説明や出前講

座を行った。 

 

・地域ですでに支え合いをしている協同組合やボランティア団

体、地域の通いの場となっているサークル活動の把握に努め、

顔の見える関係を構築していった。 

・第 3層協議体としては、豊明団地、桶狭間区、坂部区、仙

人塚地区等において、組織的な活動が始まった。 

 

・市域全体としては、生活協同組合の会員間で行われてい

た生活支援活動を平成 29年度に事業化（いわゆる B型

サービス：住民主体の生活支援活動）し、全市展開すべく

準備をした。 

 

・民間企業が主体となった、公的保険外で行われる高齢者

向け生活支援サービスや健康寿命延伸に寄与する多様な

サービス展開を促進していくため、連絡会議を開催、年度

内の協定締結を行った。 

住まいの取組 住まいの取組 

・UR都市機構による豊明団地の高齢者医療福祉

拠点事業として居室整備。 

・市と UR都市機構による包括協定を締結。全国

100団地の先行 23団地として拠点指定されたこと

により、健康寿命サポート住宅の整備が開始。 

・自治会を含めた「けやきいきいきプロジェクト」を

立ち上げ。 

・豊明団地における高齢者の住まい方をトータル

サポートする取組が始まった。 

・豊明団地における高齢者向け健康長寿サポート住宅の整備（Ｕ

Ｒ） 

・家賃の軽減（ＵＲ） 

・豊明団地における高齢者向け健康長寿サポート住宅の

整備（ＵＲ） 

・家賃の軽減（ＵＲ） 

・住棟エレベーター設置の検討。 

・ロボティックスマートホームの研究スタート。 
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  豊明市の３年間の取組一覧      

分野 項目 
実績 

平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 

その他 

・団地を中心と

した地域包括ケ

アの取組 

 

 

○豊明団地の地域医療福祉拠点整備に関する協

議「けやきいきいきプロジェクト」立ち上げ。 

 

・藤田保健衛生大学・ＵＲ都市機構・豊明市による

豊明団地の空き店舗、空室を活用した地域包括

ケアを支える拠点（住居・支援拠点等）づくりにつ

いて、自治会や地域関係者も含めた協議「けやき

いきいきプロジェクト」スタート。 

・豊明団地住民ニーズアンケート調査 

豊明団地における学生・職員居住（18名）が開始し、4月 24日に

は、団地商店街空き店舗に「ふじたまちかど保健室」を開所し、保

健室を拠点として、大学の教員・学生が住民として豊明団地自治

会の会議や行事に参加しながら、自治会と共同で事業を展開す

るようになった。 

 

・けやきいきいきプロジェクト会議（9回） 

・地域包括ケア勉強会（10回）/保大 HP、UR、市 

・地域包括支援センターブランチ開所（3/22） 

・高齢者健康増進事業(体操教室) 

・自治会活動への参加 

 防災訓練、ふれあい会食、夏祭り・秋まつり等 

・学生主催事業の開催 

 クリスマス会、ウォーキング大会、買い物支援 

豊明団地における学生・職員居住は 42名となり、自治会

主催の行事の貴重な戦力となりつつある。 

藤田保健衛生大学と豊明高校との連携体制が構築され、

自治会活動に大学生と高校生が多数参加するしくみがで

きた。 

 

「けやきいきいきプロジェクト」の取組は、平成 28年 6月に

内閣府経済一体改革推進委員会で報告する機会を得た

り、まちかど保健室開所後の１年半の間に、視察団体数は

60団体を超えた。 




